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研究成果の概要（和文）：本研究の研究成果を要約すれば以下のようになる。国家プロジェクトにおいて、工学的なプ
ロジェクト・マネジメント（アリソンの第一モデル）の視点だけでは成功を再現することに有効ではない。その際には
、組織の逆機能（第二モデル）に着目して、制度が存続するレディティマシーを分析の中心に据えることも重要である
。また個人の意味世界（第三モデル）から、プロジェクトにおける計画が人々の言説によって構築されていく様に焦点
を当てることも等しく有用である。本研究の最大の貢献は、複数モデルの分析によって、国家プロジェクトにおける技
術管理、組織管理、意味構築の３つの複雑な関係の一端を明らかにしたことにある。

研究成果の概要（英文）：In the national project it is not enough to analyze the policy making process by t
he Rational Actor Model (Allison, 1971) which is based on the engineering based project management. It is 
also important to look at legitimacy which enables the project to survive for a long period. From the pers
pective the Organizational Process Model has been interested in unintended malfunctions in the project org
anization. And it is also useful using the Governmental Politics Model to clarify the process how the part
icipants constructed and advanced the project by their attractive statements. The largest contribution of 
this research was that it explained the complex relationship among project management, organizational inst
itutionalism and social construction in the national project management.
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１．研究開始当初の背景 
 
 本研究は、産官学連携形式を用いた国家プ
ロジェクトによるイノベーション創発現象
について、実際のプロジェクトの歴史をたど
ることによって、その成功を導くメカニズム
を明らかにした。 
 日本政府はこれまで長年にわたって、産業
発展に貢献する新技術の開発を政策的に支
援してきた。とくに石油危機後は、太陽光発
電等再生可能エネルギーやバイオテクノロ
ジーなど重要な技術研究開発において国家
プロジェクトが数多く実施された。そうした
国家的な支援の下でイノベーションを起こ
し、それを新産業の形成につなげようとする
試みはどのような成果を収めたのであろう
か。また国家プロジェクト以外にも、各民間
企業はそれぞれの長期的な経営戦略に基づ
いて研究開発活動を行う。その際には企業の
経営戦略と政府による技術政策の間には一
定の協調関係が欠かせない。 
 本研究は、そうした問題意識、研究動向の
中で、有効な国家プロジェクトのあり方に示
唆を与えるものである。 
 
２．研究の目的 
 
 本研究は過去の国家プロジェクトにおけ
る成功事例を検討することによって、今後我
が国が有効なイノベーションを生み出し、そ
れを新産業の形成につなげ、経済発展を達成
する方法を明らかにするものである。 
 具体的には1970年代以降の通商産業省（現、
経済産業省）が主催した国家プロジェクトを
題材として取り上げ、それに参画した企業や
大学、国立研究所におけるプロジェクト・マ
ネジメントと技術開発、さらにはそれが新産
業の成長につながっていくプロセスを、当時
の原子量や、当事者への聞き取り調査を通じ
て、歴史的に描き出した。 
 本研究はこれらのプロジェクトがどのよ
うな成果を上げたのかについて、企業の経営
戦略の観点を踏まえつつ、技術政策と経営戦
略の相互作用の視点から明らかにすること
を目的としていた。 
 
３．研究の方法 
 
研究の方法としては、複数の産業の横断的、
かつ時系列的な比較を通じて、技術政策の効
果や経営戦略との対応関係が明らかにされ
た。本研究においては、主に再生可能エネル
ギーに焦点を当てた。再生可能エネルギーの
研究開発については、太陽光発電を取り上げ
た。 
その分析の際には、単一の枠組みに基づい
て歴史分析を行うのではなく、単一の事例に
対して複数のモデルで分析を行うことを試
みた。具体的には古典的な G.アリソン（1971）
のフレームワークにならって、合理的行為者、

組織過程、官僚政治の三つのモデルを置き、
それらの観点から国家プロジェクトを分析
した。 
 それぞれのモデルによって、国家プロジェ
クトの計画と実施のプロセスにおいて、力点
を置いて見られるところが変化する点に、注
目すべきである。 
 例えば、第一モデルに基づいて、計画の目
的にしたがって手続きが決定され、それらが
変化する環境の中で実施されていく過程で
あると解釈されるならば、成功は計画の正し
さから、失敗は想定外の環境変化や計画の誤
りから説明されることになる。 
 第二モデルに基づいて、プロジェクトのル
ーティンが先にあり、目的は後から変化する
ものだと解釈されるならば、計画の成功は組
織能力から、失敗は官僚制の逆機能から説明
されることになる。 
 第三モデルに基づいて、計画の目的が、ル
ーティンの制約下にありながらも、外部環境
の変化に応じてプロジェクト参加者の構想
によって変化していくものだとするならば、
計画の成功は構想の正しさから、失敗は構想
の名の下での資源動員の誤りから説明され
ることになる。 
 このようなプロジェクトにおける主体の
行為の複合が、太陽光発電産業の発展を実現
することになったのである。 
 

 
（図において、上の線は世界全体の生産量、
下の線は日本における生産量。1990 年代後半
から 2000 年代中期までは、国家プロジェク
トの成果が花開き、日本の生産量が世界でト
ップを占めていた。） 
 
４．研究成果 
 
 本研究の成果は、再生可能エネルギーの国
家プロジェクトの事例研究を通じて、計画を
成功に導くための方策を検討したことにあ
る。 
その際に得られた主要なポイントは以下
のようなものである。第一のモデルに基づけ
ば環境認識や計画策定の妥当性が問われる
ことになる。第二のモデルに基づけば、組織
過程における環境対応能力の向上や逆機能



の抑制が重視される。第三のモデルに基づけ
ば、経営構想や研究者の研究開発ビジョンへ
の合意の調達と資源配分が決定的に重要に
なる。このようにプロジェクトを見る視点に
よって、処方箋は大きく異なってくることが
明らかになったことは本研究の貢献であっ
た。 
以上のような複数のモデルによる分析は、
国家プロジェクトにおいて、工学的なプロジ
ェクト・マネジメント（第一モデル）を行う
だけでは成功を再現することに有効ではな
く、組織の逆機能（第二モデル）に着目して、
制度が存続する正当性を分析の中心に据え
ることや、個人の意味世界（第三モデル）か
ら、プロジェクトにおける計画が人々の言説
によって構築されていく様に焦点を当てる
ことが非常に重要であるということが示唆
されることになる。このことによって、国家
プロジェクトにおける技術管理、組織管理、
意味構築の３つの複雑な関係の一端が明ら
かにされたことこそ本研究の最大の貢献で
ある。 
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